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鳥取県経済同友会西部地区 令和７年度事業計画 

 

自 令和７年 ４月 １日 

至 令和８年 ３月３１日 

 

 

■経済同友会の基本的態度 

 

   １．民主政治の擁護 

   ２．経済界の自主性の確立 

   ３．国民経済の安定と企業責任の明確化 

   ４．社会公共に対する企業責任の明確化 

   ５．経営者の同志的結合の強化と次代経営者の養成 

   ６．生産性向上に同意する労働者と協力 

   ７．各界の良識ある指導層との接触協力 

   ８．国際経済交流を通じ、民間経済外交の推進 

 

 

■ 基本方針並びに重点事業 

 

 米国の政権移行後、世界はトランプ大統領の言動に翻弄されている。大きな政策決定が短期間での修正を繰り

返す先の見通せない状況に、国も企業も方針を決めかね、特に投資には慎重にならざるを得ない。歴史の転換点

であることは疑いようもなく、山陰という地方社会への影響も出てくるだろう。私たちは、そのような大きな流

れを可能な限り感じ取りつつ、これまで積み上げてきた活動・提言をさらに前に進めていきたい。この地域の経

済活動を活発化できるよう、会員の力を組織の力として事業に取り組んでいく。  

 

その基本方針を実現するための重点事業として以下を掲げる。 

 

１. 鳥取県西部総合事務所との連携による地域活性化策の検討 

２．国際関係を地域経済に活かす方策の研究 

３．教育機関と連携した人材育成、交流活動の実施 

４．地域の観光戦略についての研究 

５．大山・宍道湖・中海圏域の連携強化と発展のための活動 

６．若者にとって魅力ある地域づくりの研究 

７．境港のポテンシャルを探り活性化に活かすための研究 

８．経済人の資質向上のための活動 

９．鳥取大学医学部との連携による地域活性化の検討 

10. 近隣経済同友会との懇談会の実施  

 

 

■ 会議及び実施事業 

 

  １.会議 

   （１）定時総会 

   （２）幹事会 

（３）監査会 

（４）総務委員会 
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（５）鳥取県成長戦略検討委員会 

   （６）国際経済委員会 

   （７）教育関係委員会 

   （８）観光活性化委員会 

   （９）鳥取島根合同委員会 

    （10）楽しい地域
く に

づくり特別委員会 

    （11）境港活性化特別委員会 

（12）経営ゼミナール特別委員会 

（13）鳥取大学医学部連携特別委員会 

（14）その他 

 

  ２．実施事業 

   （１）例会 

（２）基本方針・重点事業実現のための提言 

（３）交通インフラ整備促進のための運動 

（４）鳥取県・島根経済同友会合同委員会及び懇談会の実施 

（５）鳥取県・岡山経済同友会合同懇談会の実施 

（６）各地経済同友会会議への参加及び協力 

（７）参与との懇談会の実施 

（８）その他会の目的達成のために必要な事業の実施 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


